
仕  様  書 

 

１ 委託業務名  いきいきワーキングウーマン育成業務委託 

 

２ 契約期間  契約日 から 令和５年３月１５日（金）まで 

 

３ 業務の目的 

女性の職業生活においては、「女性特有の心身の健康課題（生理や妊娠、更年期

などに伴う体調不良、メンタル不調など）」や、結婚・妊娠・子育て・介護など、人

生の各ステージで仕事と生活の両立の悩みを抱えることが多く、離職のきっかけと

なっている状況を鑑み、以下を目的とした、女性の職業生活における課題解決に資

する社内研修を、モデル事業として実施する。 

 

・女性特有の心身の健康課題、人生の各ステージにおける仕事と生活の両立の課

題に対する理解促進 

・女性の就業意欲の向上 

・女性自身が、リーダーとして活躍するための動機付け 

・女性活躍推進に前向きで、職員間の風通しが良い「企業風土」の社内定着 

 

４ 業務の内容 

「モデル事業」として研修メニューを行う企業を募集し、各企業へのヒヤリング

による課題抽出、研修実施、アンケート調査による効果測定を行う。また、次年度

以降、研修プログラムを県内企業へ横展開していくための基礎資料として、事業全

体の業務報告書を作成する。 

 

   実施企業 事業目的に沿って、研修を企画し募集を行う。各研修の対象人数の確保が

可能な山梨県内の企業等とし、できるだけ業種の異なる企業を、５社選定

する。実施企業の選定に際しては、（案）を県に示し、業種、地域等を考

慮の上、県と協議して決定する。 

事前調査 参加決定企業に対し、人事担当者等にヒヤリング（オンライン可）を実施。

参加企業ごとに研修のポイント（重点箇所）を把握する。 

研修実施 研修は次の①～③に資する内容、回数とし、それぞれ各企業 5 名以上の

集団を対象とする。 

① 採用５年目程度の若手女性（今後の方向性に悩み）（各社２回） 

② 中堅の女性（リーダー段階）（各社２回） 



③ 女性職員を部下に持つ上司・管理職（各社１回） 

・１回あたり進行等を含めて９０分～１２０分程度とする。 

        ・オンライン、対面のいずれも可とする。 

        ・①②の各社２回のうち、各 1回は、全体（5社）の集合研修として実施

することも可とする。 

  研修内容 実施効果イメージ（別紙１）及びモデル事業全体イメージ（別紙２）の内容

を基準として、効果的な研修内容を組み立て、企画提案する。（様式任意） 

効果測定 研修実施前及び研修実施後に、人事担当者及び受講者にアンケート調査を

実施。結果集計・分析、効果測定を行い、研修全体の実施結果と併せ、県に

業務報告書（様式任意）を提出する。 

        

  具体的な業務の提示 

  【企画・広報】 

   ・研修内容の企画・立案（研修タイトルを含む） 

   ・事業推進体制の整備、県への報告（様式任意） 

   ・講師・スタッフ等の選定・依頼 

   ・企業募集にあたっての広報資料作成（チラシ） 

  【事前準備】 

   ・企業の募集、参加企業の選定（県へ案を提示） 

・参加企業との打合せ・ヒヤリング、人事担当者及び受講者への事前アンケート 

・開催に必要な会場、機材、ツール等の手配 

   ・当日の進行計画の作成 

   ・配布資料の準備 

   ・その他、研修開催に関する必要な準備 

  【当日実施】 

   ・機材設置、資料配布等 

   ・研修運営、司会進行 

   ・講師対応 

   ・人事担当者及び受講者への事後アンケート 

   ・研修の開催結果の報告（開催状況写真、内容をデータ提出） 

   ・その他、実施にかかる必要な業務 

  【受講者管理】 

   ・企業、受講者との連絡調整、問い合わせ対応 

   ・オンライン開催に伴う、受講者への受講方法の説明や受講サポート 

   ・当日の受講受付、受講者の出欠・受講状況の確認 

  【効果測定】 



   ・全実施結果をもとに、研修の効果測定し、結果をまとめ、データで提出する。 

    

５ 業務実施にかかる留意事項 

（１） 契約締結後には、県との協議、関係者への連絡調整などが迅速に行えるよう、業

務全体の執行体制を整え、「実施責任者」、「担当者」を選任しその氏名所属、連絡

先等を県にあらかじめ報告すること。（様式は任意） 

 （２） 契約締結後、速やかにスケジュールを作成し、県に提出のうえ、進行管理を行っ

ていくこと。また、県との相談を密に行い事業実施すること。 

（３） 研修は、あらかじめ行う企業へのヒヤリング等により、参加企業の個別の事情な

どをできるだけくみ取り、より効果的な内容とすること。 

 

６ 履行報告 

 下記の内容を含めた成果物（業務報告書。様式は任意）を県に提出すること。 

    

提出期限 令和５年３月１５日（金）まで 

提出方法 紙媒体１部、電子媒体２部 

（データは、ワード、エクセル、パワーポイント等で加工が可能な形とする） 

提出先  山梨県男女共同参画・共生社会推進統括官 

その他  本業務により作成された成果物の所有権、著作権及びその他の権利は山梨県

に帰属し、県の判断により、広報その他に使用許諾できるものとする。 

 

 （業務報告書の内容） 

 （１）開催日時及び開催場所 

 （２）参加事業所名及び受講者数 

 （３）講師、研修内容 

 （４）研修開催時の写真 

 （５）受講者のアンケート結果（実施前、実施後） 

 （６）（５）の分析結果による効果測定・検証報告書 

 （７）その他必要と思われる資料として指示するもの 

 

 

７ その他 

 （１）本仕様書に記載のない事項については、別途県と協議し業務を進めること。 

 （２）プロポーザルにおける提案書の内容を本契約に含むこと。 

 

 



（別紙１） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別紙２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


